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様式 2 

 

事業等の概要書 

（令和●年●月●日時点） 

事業者名  

事業者の所在地  

代表者職氏名  

事業者の連絡先             

事業者の 

設立（開業）年月日 
  年   月   日 

職員数           人 

事業者の沿革・ 

運営理念 

※別紙提出可 

 

現在運営して 

いる施設数 

（市内の施設） 

保育園 か所（うち市内  か所） 

認定こども園 か所（うち市内  か所） 

小規模保育事業所 か所（うち市内  か所） 

事業所内保育事業所 か所（うち市内  か所） 

医療施設 か所（うち市内  か所） 

幼稚園 か所（うち市内  か所） 

その他施設 か所（うち市内  か所） 
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●これまでの活動内容・実績 

・過去１年間の、事業者の子育て支援活動の実施状況をご記入ください。 

 

・事業者が、施設や地域で行った子育て支援に関する具体的な活動内容をご記入ください。 

また、現在施設で行っている子育て支援活動について、ご記入ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①過去１年間の子育てに関する講座・園庭開放の 

週当たり実施日数 
週当たり実施日数 ●日 

②過去１年間の子育てに関する講座・園庭開放の 

 利用組数（「親及びその子ども」で 1組と計算） 
１日当たり ●組 
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●地域子育て支援拠点事業における運営の理念や、施設での取組みについて 

・①拠点事業運営の基本理念、現在施設で行っている安全対策への取り組みや運営の工夫（人員配置

や拠点の設備について）、事業の質の向上に向けた研修等の実施や参加状況について記入してくださ

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①拠点事業運営の基本理念について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②施設で行っている安全対策や運営の工夫について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③研修等への取り組み、参加状況について 
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●その他、地域における取り組みや今後事業で行いたいこと・事業者のアピールポイント 

・地域住民に向けた活動や、子育て支援に関する考え方、事業者が独自に行っている活動等について記入

してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※記述いただいた内容を基に、面接を行います。 
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事業の実施計画書 

 

・施設の概要 

事業場所の名称 （仮称）  

事業の実施（予定）場

所 

 

※事業実施場所やそ

の面積等がわかる施

設の平面図を添付す

ること。 

住所  佐倉市 

鉄道駅からの距離 
           ｍ

（        駅から） 
園庭  □有（    ㎡）・ □無 

□ 新設（令和  年  月竣工）   □ 既存（建築年月日  年  月  日） 

拠点事業面積      ㎡ 託児面積 ㎡ 

構造 
□RC造 □鉄骨造 □木造 □その他（     ）   階建の内  階 

□耐火建築物 □準耐火建築物 □非該当 

□ 自己所有 

□ 貸与 

（□無償 □有償      円／月）（期間  年 月 日～  年 月 日） 

（貸主名             ）（地上権又は借地権の登記 □有 □無） 

□ その他（                              ） 

同一建物内に 

併設している施設 

□ 有 

□ 無 

※有の場合、施設の名称・実施事業を記入してください。 
 
 

職員配置 

拠点職員 

（常勤・非常勤） 
 氏名： 

拠点職員 

（常勤・非常勤） 
 氏名： 

託児職員※  

（常勤・非常勤） 
 氏名： 

開設時間・曜日 

拠点開設曜日  託児開設曜日※  

拠点開設時間 
午前●時●分から 

午後●時●分まで 
託児開設時間※ 

午前●時●分から 

午後●時●分まで 

拠点・年間開設日数（予定）  

駐車スペース・ 

その他置き場等 

自動車 □ 有（   台・うち身体障害者用   台）   □ 無 

自転車 □ 有（   台）   □ 無 

ベビーカー □ 有（   台）   □ 無 

 

※託児について、従事する職員は地域子育て支援拠点事業の専任職員と兼ねることができる。ただし、当事

業の補助金における「託児事業の加算要件」を満たすには、託児を週 5日以上実施し、託児事業専任の職員

（保育士）を１名以上配置しなければならない。 


